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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第67期について

は、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

３ 第67期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

４ 第68期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 上記の金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

売上高 (百万円) 27,617 26,963 26,930 28,196 29,513

経常利益 (百万円) 786 230 660 693 535

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) 309 △265 281 276 182

純資産額 (百万円) 11,608 11,148 11,406 11,845 12,758

総資産額 (百万円) 33,960 29,866 31,091 31,186 31,660

１株当たり純資産額 (円) 230.81 221.69 226.86 237.42 255.83

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) 6.05 △5.29 5.60 5.55 3.65

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 34.2 37.3 36.7 38.0 40.3

自己資本利益率 (％) 2.7 － 2.5 2.4 1.5

株価収益率 (倍) 19.0 － 25.5 32.4 138.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,190 1,521 1,400 1,162 1,105

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △109 △861 △370 △503 △371

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △535 △2,687 △264 △816 △1,231

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 4,822 2,800 3,563 3,404 2,908

従業員数 (人) 790 774 777 776 815



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第67期について

は、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

３ 第67期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

４ 第68期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 第67期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除く。）の計算につい

ては発行済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

  

  

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

売上高 (百万円) 25,442 24,960 24,740 25,768 27,123

経常利益 (百万円) 618 39 480 375 254

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

(百万円) 105 △347 157 163 136

資本金 (百万円) 4,651 4,651 4,651 4,651 4,651

発行済株式総数 (千株) 50,293 50,293 50,293 50,293 50,293

純資産額 (百万円) 10,916 10,368 10,532 10,846 11,700

総資産額 (百万円) 30,436 28,049 28,801 28,854 29,460

１株当たり純資産額 (円) 217.06 206.18 209.47 217.38 234.62

１株当たり配当額 
（内、１株当たり 
中間配当額） 

(円) 
2.00 
(－) 

2.00
(－) 

2.00
(－) 

2.00 
(－) 

2.00
(－) 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(円) 2.06 △6.91 3.14 3.28 2.74

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 35.9 37.0 36.6 37.6 39.7

自己資本利益率 (％) 1.0 － 1.5 1.5 1.2

株価収益率 (倍) 55.8 － 45.5 54.9 185.0

配当性向 (％) 95.5 － 63.7 61.0 73.0

従業員数 (人) 547 526 525 529 546



２【沿革】 

  

年月 概要

昭和12年11月 丸山商会（明治28年創業）を法人組織とし、東京都千代田区神田鍛冶町二丁目１番地７に株式

会社丸山製作所を設立し、防除機並びに消火器の製造販売を開始 

昭和21年１月 稲毛工場を開設 

昭和29年６月 日本クライス㈱を設立（現・連結子会社） 

昭和31年４月 消火器の販売会社として丸山商事㈱を設立（現社名 マルヤマエクセル㈱、現・連結子会社）

を設立 

昭和36年10月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和37年10月 刈払機の製造販売を開始 

昭和42年１月 刈払機の製造を日本クライス㈱に移管 

昭和42年５月 本店を東京都千代田区内神田三丁目４番15号に移転 

昭和43年３月 東金工場を開設し、消火器の製造部門を移管 

昭和45年11月 工業用機械の製造販売を開始 

昭和46年11月 建設機械の製造販売並びに管工事の設計施工請負を開始 

昭和48年11月 不動産賃貸業を開始 

昭和51年12月 消防施設工事の設計施工請負を開始 

昭和52年３月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場 

昭和53年３月 稲毛丸山ビル（不動産賃貸業用）竣工 

昭和60年４月 中国四国地方の販売拡大のため丸山フンムキ販売㈱の全株式を取得し、商号を㈱丸山製作所中

四国販売に変更 

昭和60年10月 消火器の製造会社として丸山工機㈱を設立（現・連結子会社） 

昭和61年２月 米国の販売会社としてマルヤマU.S.,INC. を設立（現・連結子会社） 

昭和61年11月 西日本地区の物流の合理化のため西部丸山㈱を設立（現・連結子会社） 

昭和64年１月 東日本地区の物流の合理化のため東北丸山㈱を設立（現・連結子会社） 

平成３年７月 エンジン製造会社として㈱マルテックスを設立（現・連結子会社） 

平成４年２月 欧州での事業展開のためホルダーGmbH & Co.の全持分を取得 

平成８年３月 ホルダーGmbH & Co.の全持分を売却 

平成９年４月 稲毛工場を閉鎖、生産機能を東金工場に移転集約し、東金工場から千葉工場に名称変更 

平成11年10月 子会社㈱丸山製作所中四国販売を吸収合併 

平成15年12月 香港丸山有限公司を設立（持分法非適用関連会社） 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社は、当社及び国内子会社７社、海外子会社１社、海外関連会社１社から構成されており、

主な事業内容は、農林業用機械（防除機、林業機械、部品、その他）、工業用機械（工業用機械、その他）及び、そ

の他の機械（消防機械、その他）の製造・販売及び不動産賃貸事業他であります。 

 当社及び主要な子会社の主な事業内容と当該事業における位置付けは、次のとおりであります。 

 なお、次の４部門は「第５ 経理の状況 １(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区

分と同一であります。 

(1) 農林業用機械 

（製造）防除機は、主に当社が製造し、一部を西部丸山㈱（連結子会社）、丸山工機㈱（連結子会社）及び東北

丸山㈱（連結子会社）が製造しております。林業機械（刈払機）は、日本クライス㈱（連結子会社）

が、㈱マルテックス（連結子会社）から部品を購入し製造しております。その他は、主に日本クライス

㈱が製造しております。製品はすべて当社に納入されております。 

（販売）当社が全国農業協同組合連合会、特約店などを通じて国内外に販売しているとともに、当社が納入する

製品をマルヤマU.S.,INC.（連結子会社）が特約店を通じて販売しております。 

(2) 工業用機械 

（製造）工業用機械は、主に当社が製造し、一部を西部丸山㈱が製造しております。 

（販売）当社が、工業用機械を主に海外の総代理店を通じて販売しているとともに、当社が納入する工業用機械

をマルヤマエクセル㈱（連結子会社）が特約店を通じて販売しております。 

(3) その他の機械 

（製造）消防機械は、丸山工機㈱が製造しております。 

（販売）当社が納入する消防機械をマルヤマエクセル㈱が特約店を通じて販売しております。 

(4) 不動産賃貸他 

不動産賃貸業は、当社が行っております。また、損害保険代理業を丸睦興産㈱（連結子会社）が行って

おります。 

  

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。なお、持分法非適用関連会社１社は記載し

ておりません。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 議決権の所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数を表示しております。 

４ マルヤマエクセル㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。 

主要な損益情報等  ①売上高        3,685百万円 

②経常利益        107百万円 

③当期純利益        57百万円 

④純資産額        408百万円 

⑤総資産額       2,644百万円 

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な
事業内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）     

日本クライス株式会社 
（注）２ 

千葉県東金市 95 農林業用機械 100.0

役員の兼任等…有 
資金援助………運転資金を貸付けており

ます。 
営業上の取引…同社の製造する農林業用

機械を購入しておりま
す。 

マルヤマエクセル株式会社 
（注）４ 

東京都墨田区 242 
工業用機械
その他の機械 

100.0

役員の兼任等…有 
資金援助………運転資金を貸付けており

ます。 
営業上の取引…同社に消防機械、環境衛

生用機械及び工業用機械
を販売しております。 

マルヤマU.S.,INC. 
米国 
ワシントン州 

142 
万米ドル 

農林業用機械 100.0

役員の兼任等…有 
資金援助………債務保証をしておりま

す。 
営業上の取引…同社に農林業用機械を販

売しております。 

西部丸山株式会社 
（注）２ 

岡山県苫田郡 50 
農林業用機械
工業用機械 

100.0

役員の兼任等…有 
資金援助………運転資金を貸付けており

ます。 
営業上の取引…同社の製造する農林業用

機械及び工業用機械を購
入しております。 

設備の賃貸……建物の一部を賃貸してお
ります。 

丸山工機株式会社 千葉県東金市 70 
農林業用機械
その他の機械 

100.0

役員の兼任等…有 
資金援助………運転資金を貸付けており

ます。 
営業上の取引…同社の製造する農林業用

機械及び消防用機械を購
入しております。 

設備の賃貸……建物の一部を賃貸してお
ります。 

東北丸山株式会社 福島県岩瀬郡 50 農林業用機械 100.0

役員の兼任等…有 
資金援助………運転資金を貸付けており

ます。 
営業上の取引…同社の製造する農林業用

機械を購入しておりま
す。 

設備の賃貸……建物の一部を賃貸してお
ります。 

株式会社マルテックス 千葉県東金市 90 農林業用機械 100.0

役員の兼任等…有 
資金援助………運転資金を貸付けており

ます。 
営業上の取引…同社の製造するエンジン

を購入しております。 
設備の賃貸……建物の一部を賃貸してお

ります。 

丸睦興産株式会社 
（注）３ 

東京都 
千代田区 

10 不動産賃貸他
100.0
(100.0) 

役員の兼任等…無 
営業上の取引…同社に損害保険手続を委

託しております。 



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 当社及び国内連結子会社の労働組合はマルヤマユニオンと称し、組合員数は538人であり、JAMに加盟しておりま

す。 

 なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

農林業用機械 599 

工業用機械 116 

その他の機械 65 

不動産賃貸他 2 

全社(共通) 33 

合計 815 

    平成17年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

546 42.1 18.4 5,937,326 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の大幅な改善を受けて設備投資も増加の傾向を示しており、雇

用情勢も厳しさは残るものの改善してきております。また、輸出、生産は横ばい傾向となっておりますが、個人消

費は緩やかに増加しているため、景気は全体としては企業部門の好調さを受けて堅調に推移してまいりました。 

 当社グループの主力事業である農林業用機械部門では、昨年の水害や台風などの自然災害の影響に加えて、今年

も地域によっては水不足や梅雨明けの遅れなどもありましたが、水稲の作況指数は全国平均で昨年を上回る見込み

です。しかしながら、１人当たりの米の消費量が減少する中にあって、自主流通米の価格は引き続き低迷するとと

もに農業所得、農業外収入も依然として低水準で推移し、４月からの需要期になっても市場は盛り上がりを欠いて

おり、限られた市場を巡る企業間競争は一段と激しさを加えております。 

 こうした情勢下にあって当社グループは、国内では、創業110周年記念の新製品を発売するとともに、新製品を

中心とした実演展示会を開催するなど積極的な販売活動を展開することによって、需要の喚起に努めてまいりまし

た。一方、輸出では、市場のニーズに対応した製品を投入することによって、新たな海外販路の開拓と販売の拡大

に取り組んでまいりました。 

 この結果、当社グループの国内売上高は、高圧洗浄機を中心に工業用機械部門は順調に増加いたしましたが、農

林業用機械部門が伸び悩んだため、22,405百万円（前期比1.3％増）の微増となりました。一方、海外売上高は、

欧州向けの刈払機が大幅に増加するとともに、北米においても工業用ポンプが増加したため、7,107百万円（前期

比16.9％増）と大幅に増加した結果、国内外の売上高合計は29,513百万円（前期比4.7％増）となりました。 

 一方、利益面におきましては、当社グループ全体でコストダウンを推進することによって利益の向上に努めてま

いりましたが、採算性の低い製品の売上高が増加するとともに原材料高騰によるコストアップもあって売上原価率

が上昇し、110周年記念関連費用や販売費も増加した結果、経常利益は535百万円（前期比22.8％減）となりまし

た。また、当期純利益は投資有価証券の売却益を計上いたしましたが、役員退職慰労金制度の廃止にともない役員

退職慰労金の引当不足額を一括計上したこと、及び非上場投資有価証券の評価損を計上したことなどにより、182

百万円（前期比34.3％減）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントは、次のとおりであります。 

① 農林業用機械部門 

 国内では、「110周年記念キャンペーン」を全国規模で展開した結果、棚作用の高性能防除機及びホームセン

ター向け刈払機などの新製品が順調に増加いたしましたが、主力の動力噴霧機が減少したため、国内合計ではほぼ

前年並となりました。一方、輸出においては欧州へ新型刈払機を投入し、新たな販売ルートを開拓するなど販売強

化に努めた結果、大幅な増加となり、国内外の農林業用機械の売上高合計は21,644百万円（前期比4.1％増）とな

りました。 

② 工業用機械部門 

 国内では、前期に好評だった高圧洗浄機の新シリーズを発売し、販売強化に努めるとともに、産業用ユニットの

販売拡大に取り組んだ結果、順調に売上高が増加いたしました。また、輸出でも、北米向けの工業用ポンプが増加

した結果、国内外の売上高合計は5,141百万円（前期比10.8％増）となりました。 

③ その他の機械部門 

 消防機械を主な内容とする、その他の機械部門の売上高合計は2,500百万円（前期比1.2％減）となりました。 

④ 不動産賃貸他部門 

 不動産賃貸他の売上高は226百万円（前期比0.1％増）となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の減少及び投資有価証券

の売却による収入はありましたが、有形固定資産の取得及び借入金の返済などにより、前連結会計年度に比べ496

百万円減少し、2,908百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果、得られた資金は1,105百万円（前期比57百万円減）となりました。こ

れは、前連結会計年度に比べたな卸資産は減少いたしましたが、「(1)業績」で記載したとおり、原材料の高騰に

よるコストアップなどにより税金等調整前当期純利益が減少したこと及び売上債権が増加したこと等によるもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果、使用した資金は371百万円（前期比132百万円減）となりました。これ

は、前連結会計年度に比べ有形固定資産の取得による支出は増加いたしましたが、投資有価証券の取得による支出

が減少したこと及び投資有価証券の売却による収入が増加したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果、使用した資金は1,231百万円（前期比414百万円増）となりました。こ

れは、前連結会計年度に比べ短期借入金の増加はありましたが、長期借入金の返済による支出が増加したこと及び

社債発行による収入がなかったこと等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、各機種ごとの当該期間中の平均販売価格によって計算しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

 農林業用機械の一部を除き、原則として、受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

農林業用機械 15,223 105.8 

工業用機械 4,283 134.3 

その他の機械 1,293 135.1 

合計 20,800 112.2 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

農林業用機械 21,644 104.1 

工業用機械 5,141 110.8 

その他の機械 2,500 98.8 

不動産賃貸他 226 100.1 

合計 29,513 104.7 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

全国農業協同組合連合会 4,460 15.8 4,489 15.2

㈱クボタ 3,421 12.1 3,540 12.0



３【対処すべき課題】 

 国内では企業部門の好調さが家計部門へ波及しつつあって国内民間需要に支えられた景気回復が続くものと思われ

ますが、依然として原油価格高騰が続く中にあって原材料価格の上昇圧力は一段と強まっております。また、海外で

は米国や中国経済の動向や外国為替相場についても先行き不透明感があって、輸出についても予断を許さない環境の

中で推移するものと思われます。 

 このような中で当社グループは、下記を重点課題として取り組み、収益力の向上並びに経営体質の強化に努める所

存であります。 

  

①生産体制の再構築 

 平成17年８月に当社千葉工場敷地内に高性能事業の工場を新設し、従来東北丸山㈱が生産していた大型セット動

噴、高性能防除機などの生産品目を千葉工場に統合するとともに、高性能事業部の生産体制を再構築することに

よって、市場ニーズ多様化への迅速な対応と生産リードタイム短縮を推進してまいります。また、環境保護と資源

の有効活用に対する認識が定着する中にあって、消火薬剤の再生利用を拡大してまいりましたが、消防機械の生産

会社である丸山工機㈱は消火薬剤を自社再生するための生産設備を導入し、一層のコストダウンに取り組む所存で

あります。 

②物流体制の再構築 

 従来当社が物流業務全体をコントロールしておりましたが、平成17年10月に東北丸山㈱を総合物流会社といたし

ます。物流機能を順次東北丸山㈱へ移管統合することによって、当社グループ全体の物流業務の合理化を図る所存

であります。 

③産業機械（高圧ポンプ）事業の強化 

 海水淡水化装置・細霧冷房・各種洗浄装置等の分野は、環境保護の観点からも今後市場の拡大を見込んでおり、

専任の開発部門は製造・営業部門との連携強化を図ることによって市場の開拓と拡大のため新製品、装置の開発に

取り組む所存であります。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業、業績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは、次のとおりです。か

かるリスクの要因によっては、当社グループの事業、業績、株価及び財務状況等に著しい影響を与える可能性があり

ます。なお、文中における将来に関する事項は、平成17年９月末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

①経済状況について 

 当社グループの主要な事業である農林業用機械部門では、減反政策の実施等の政府が策定する農業政策方針の内

容により、当社製品に対する需要が低下した場合は、当社グループの製品売上高が減少し業績及び財務状況に影響

を与える可能性があります。また、工業用機械部門、その他機械部門においても、景気動向の悪化により民間設備

投資、公共投資等が減少した場合は、当社グループの製品売上高が減少し業績及び財務状況に影響を与える可能性

があります。 

②為替レートについて 

 当社グループの売上高の２割以上を海外市場に依存しております。為替レートの変動リスクを軽減する手段を講

じておりますが、海外売上高の約半分がアメリカ市場への輸出であることから、特に対ドルレートが大幅に円高へ

振れた場合に、当社グループの業績及び財務状況に著しい影響を与える可能性があります。 

③天候リスク 

 当社グループの製品売上高の７割以上を農林業用機械部門が占めているため、台風、冷夏等の自然災害の発生に

より農産物等が影響を受け農業収入が減少した場合は、当社製品への農家の購買意欲が減退する可能性があり、当

社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 地球環境との調和と操作の安全性、快適性を追求した機械を提供することによって顧客満足度の向上を実現するた

め、当社技術部門では基礎技術の開発を推進するとともに、グループ各社の技術部門と連携を取りながら新規または

既存分野の商品開発を行っております。 

 なお、当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費は854百万円であり、開発活動の概要は次のとおり

であります。  

  

①農林業用機械部門 

・スイングタンクを採用し、使いやすさと低騒音化を追求した背負動力噴霧機ＭＳ０５９を開発し、販売を開始いた

しました。 

・北米向けに、排気ガス規制に適合し、大風量・低騒音・低振動のエンジンブロアを開発いたしました。 

・トラクタへの搭載性、使いやすさ、環境に配慮したブームスプレーヤＢＳＭ５００、ＢＳＭ１０５０を開発いたし

ました。 

・ホース引出し力を低減する機構を備えた大型のラジコン動噴ＭＳ７５３ＤＲ６Ｓを開発し、販売を開始いたしまし

た。 

・作業性の向上と振動低減を追及した背負式刈払機ＭＢＳ２６６を開発いたしました。 

・当部門に係る研究開発費は、760百万円となっております。  

  

②工業用機械部門 

・特殊液体使用時のシール寿命を考慮した高圧ポンプＭＯＤＥＬ１０５１Ｃ、ＭＷ３５２１Ｋを開発いたしました。

・当部門に係る研究開発費は、78百万円となっております。  

  

③その他の機械部門 

・ステンレス製容器を使用した消火器のシリーズ化をいたしました。 

・当部門に係る研究開発費は、16百万円となっております。  

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

（資産） 

 当連結会計年度末の資産の合計は31,660百万円となり、前連結会計年度末に比べ474百万円増加いたしました。 

 流動資産は19,072百万円となり、前連結会計年度末に比べ593百万円減少いたしました。これは主に、現金及び

預金の減少（△389百万円）及びたな卸資産の減少（△448百万円）によるものであります。 

 固定資産は12,588百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,067百万円増加いたしました。これは主に、繰延税

金資産は投資有価証券の時価上昇により増加した繰延税金負債と相殺したことにより減少（△400百万円）いたし

ましたが、有形固定資産が当社千葉工場の工場棟新設などにより増加（360百万円）したこと及び投資有価証券が

期末時価評価等により増加（1,115百万円）したことによるものであります。 

（負債） 

 当連結会計年度末の負債の合計は18,901百万円となり、前連結会計年度末に比べ438百万円減少いたしました。 

 流動負債は11,728百万円となり、前連結会計年度末に比べ515百万円増加いたしました。これは主に、固定負債

から１年以内に返済する長期借入金への振替額が増加（143百万円）したこと及び設備関係支払手形の増加（228百

万円）によるものであります。 

 固定負債は7,173百万円となり、前連結会計年度末に比べ953百万円減少いたしました。これは主に、退職給付引

当金の増加（131百万円）はありましたが、長期借入金の返済及び１年以内返済予定額の流動負債への振替額の増

加などにより減少（△1,170百万円）したことによるものであります。 

（資本） 

 当連結会計年度末の資本の合計は12,758百万円となり、前連結会計年度末に比べ913百万円増加いたしました。

これは主に、利益剰余金の増加（82百万円）及び投資有価証券の時価が上昇したことによるその他有価証券評価差

額金の増加（834百万円）によるものであります。 

  

(2) 経営成績の分析 

（売上高） 

 当連結会計年度の売上高は、創業110周年記念の新製品の発売、市場に密着した販売活動及び新たな海外販路の

開拓に努めたこと等により、前連結会計年度に比べ1,316百万円（4.7％）増収の29,513百万円となりました。 

（売上総利益） 

 当連結会計年度の売上総利益は、採算性の低い製品の売上高が増加したこと及び原材料高騰によるコストアップ

等により売上原価率は上昇いたしましたが、売上高が増加したことにより、前連結会計年度に比べ268百万円

（3.5％）増益の7,988百万円となりました。 

（営業利益） 

 当連結会計年度の営業利益は、製造各社においてコストダウンを推進いたしましたが、110周年関連費用及び販

売費の増加等により、前連結会計年度に比べ147百万円（△14.5％）減益の868百万円となりました。 

（経常利益） 

 当連結会計年度の経常利益は、受取配当金の増加及び借入金返済による支払利息の減少はありましたが、為替差

損の増加等により、前連結会計年度に比べ158百万円（△22.8％）減益の535百万円となりました。 



（税金等調整前当期純利益） 

 当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、役員退職慰労金制度廃止に伴ない役員退職慰労金の引当不足額を

一括計上したこと及び非上場有価証券の評価損を計上いたしましたが、投資有価証券の売却益を計上したことによ

り、前連結会計年度に比べ134百万円（△22.6％）減益の460百万円となりました。 

（当期純利益） 

 当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度に比べ94百万円（34.3％）減益の182百万円となりました。 

  

なお、事業別の売上高の分析は、１「業績等の概要」(1) 業績をご参照下さい。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社及び連結子会社（以下、当社グループという。）では、当連結会計年度において1,000百万円の設備投資を実

施いたしました。その主な内容は、当社千葉工場の工場棟新設307百万及び環境整備に伴う建物等の改修、生産設備

の更新及び金型等の購入に315百万円、その他製造子会社の生産設備及び金型等の購入に284百万円であります。 

 なお、生産能力に重要な影響を及ぼす固定資産の売却、撤去または災害による滅失等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

(2) 国内子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具備品及び建設仮勘定の合計額であります。 

２ 土地及び建物の一部を賃借しており、土地の面積については、［ ］で外書しております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 提出会社の主要な設備である東金第二工場、鏡野事業所及び福島事業所は、それぞれ連結子会社である㈱マルテック

ス、西部丸山㈱及び東北丸山㈱に賃貸しており、同社が事業活動を行っております。 

５ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  

      平成17年９月30日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

千葉工場 
(千葉県東金市) 

農林業用機械 
工業用機械 
その他の機械 

生産及び 
物流設備 

1,456 338
169

(52,886)
[26,368]

387 2,351 253

東金第二工場 
(千葉県東金市) 

農林業用機械 生産設備 257 －
616

(32,840)
－ 873 －

鏡野事業所 
(岡山県苫田郡) 

農林業用機械 
工業用機械 
その他の機械 

物流設備 113 －
169

(14,283)
[3,382]

0 283 －

福島事業所 
(福島県岩瀬郡) 

農林業用機械 
その他の機械 

物流設備 169 －
191

(26,471)
51 417 －

本社 
(東京都千代田区) 

農林業用機械 
工業用機械 
その他の機械 
統括管理業務 

その他設備 238 1
10

(259)
14 265 79

不動産賃貸事業設備 
(千葉市稲毛区) 

不動産賃貸他 賃貸設備 1,032 －
5

(8,217)
0 1,038 －

      平成17年９月30日現在 

会社名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物

及び構築物 
機械装置
及び運搬具 

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

日本クライス㈱ 
(千葉県東金市) 

農林業用機械 生産設備 212 14
135

(14,159)
14 377 47

マルヤマエクセル㈱ 
(東京都墨田区) 

工業用機械 
その他の機械 

販売設備 184 －
339
(138)

10 534 53

  会社名 
事業所名 
（所在地） 

主要な事業の
部門等 

設備の名称 台数 
年間リース料
（百万円） 

  

提出会社 

千葉工場
(千葉県東金市) 

農林業用機械
工業用機械 
その他の機械 

工作機械一式 １セット 5

  
本社 
(東京都千代田区) 

農林業用機械
統括管理業務 

電子計算機一式 １セット 52



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資計画については、生産計画、需要予測、利益に対する投資割合等を総合的に勘案し策定し

ております。設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当っては提出会社を中心に

調整を図っております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等の計画は次のとおりであります。 

 （注）１ 完成後の生産能力には大きな変動はありません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
投資予定金額
（百万円） 

資金調達方法
着手及び完了予定 

着手 完了 

当社 
千葉工場 

千葉県東金市 
農林業用機械 
工業用機械 
その他の機械 

生産設備更新
金型更新 

330 自己資金 平成17.10 平成18.９

当社 
東金第二工場 

千葉県東金市 農林業用機械 工場棟改修 53 自己資金 平成17.10 平成18.１

㈱マルテック
ス 

千葉県東金市 農林業用機械 
クランクケース
自動組立機 

74 自己資金 平成17.10 平成17.12



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 資本準備金による自己株式の消却を行ったことによる減少であります。 

 ２ 配当可能利益の充実を図るとともに自己株式取得など今後の資本政策に備えるため、商法第289条第２項に基づき、資本

準備金を減少し「その他資本剰余金」に振替えております。 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式421,785株は、「個人その他」に421単元、「単元未満株式の状況」に785株含まれております。なお、期末日現

在の実質的な所有株式数は同数であります。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 139,061,000 

計 139,061,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成17年12月21日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 50,293,328 同左
東京証券取引所
（市場第一部） 

－ 

計 50,293,328 同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成13年８月21日
（注１） 

△939 50,293 － 4,651 △131 4,525 

平成14年10月１日～ 
平成15年３月31日 

（注２） 
－ 50,293 － 4,651 △3,300 1,225 

    平成17年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 49 29 113 37 2 5,182 5,412 － 

所 有 株 式 数
（単元） 

－ 20,578 1,762 6,714 640 3 20,368 50,065 228,328

所有株式数の
割合（％） 

－ 41.10 3.52 13.41 1.28 0.01 40.68 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株（議決権18個）含まれております。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合 
（％） 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 4,698 9.34 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 2,100 4.18 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 2,052 4.08 

株式会社千葉興業銀行 千葉市美浜区幸町二丁目１番２号 1,625 3.23 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重州一丁目２番１号 1,400 2.78 

細川 徳生 東京都中央区銀座八丁目15番３号301 1,039 2.07 

アネスト岩田株式会社 東京都渋谷区恵比寿南一丁目９番14号 1,027 2.04 

株式会社クボタ 大阪市浪速区敷津東一丁目２番47号 954 1.90 

エヌ・エス・アール株式会社 
東京都中央区銀座七丁目13番10号
日本興亜銀座ビル９階 

880 1.75 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 767 1.53 

計 － 16,544 32.90 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式   421,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 49,644,000 49,644 － 

単元未満株式 普通株式   228,328 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 50,293,328 － － 

総株主の議決権 － 49,644 － 



②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

   平成17年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
（株） 

他人名義
所有株式数
（株） 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合
（％） 

（自己保有株式） 
株式会社丸山製作所 

東京都千代田区内神田 
三丁目４番15号 

421,000 － 421,000 0.84 

計 － 421,000 － 421,000 0.84 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 利益配分につきましては、「安定的な配当を継続する」ことを基本として、将来の事業展開に必要な内部留保並び

に業績見込みなどを勘案の上、決定してまいりたいと考えております。 

 当期の業績につきましては、増収ながら減益となり、利益額は依然として低水準なため、利益配当金は平成17年12

月21日の第70回定時株主総会において、１株当たり２円といたしました。 

 また、内部留保金につきましては、多様化する市場ニーズに応えるため、開発の強化、生産体制の再構築及び新た

な事業展開などに有効投資してまいります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） 192 143 178 230 1,149 

最低（円） 103 75 70 124 175 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,125 1,149 929 634 597 573 

最低（円） 673 810 593 501 465 501 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

代表取締役
社長 

  内山 治男 昭和18年２月５日生

昭和40年４月 当社入社 

562

昭和47年12月 当社社長企画室長 

昭和49年11月 当社取締役 

昭和53年12月 当社常務取締役 

昭和57年12月 当社専務取締役 

昭和58年12月 当社代表取締役社長(現在) 

常務取締役 

製造本部長 
兼千葉工場長 
兼高性能事業部
長 

木内 渥 昭和20年２月27日生

昭和43年５月 当社入社 

48

平成９年10月 当社グループ統括室長 

平成９年12月 当社取締役 

平成11年12月 当社常務取締役千葉工場長(現在) 

平成13年12月 丸山工機株式会社代表取締役社長 

(現在) 

平成15年10月 株式会社マルテックス代表取締役 

社長(現在) 

平成16年10月 当社製造本部長(現在) 

平成17年10月 当社高性能事業部長(現在) 

常務取締役 管理本部長 尾頭 正伸 昭和27年５月10日生

昭和51年４月 当社入社 

19

平成９年12月 マルヤマU.S.,INC．取締役社長 

平成13年10月 当社社長補佐兼グループ統括室長 

平成13年12月 当社取締役 

平成14年７月 当社経営企画室長 

平成15年12月 当社常務取締役(現在) 

平成16年10月 当社管理本部長(現在) 

平成16年10月 マルヤマU.S.,INC．取締役会長

(現在) 

常務取締役 国内営業本部長 三輪 成祥 昭和26年５月22日生

昭和51年４月 当社入社 

8

平成13年10月 当社国内営業副本部長 

平成14年12月 当社取締役 

平成15年４月 当社国内営業本部長(現在) 

平成16年12月 当社常務取締役(現在) 

取締役 経営企画室長 岩田 眞郷 昭和22年11月25日生

昭和45年４月 当社入社 

11

平成12年10月 当社技術部長 

平成13年12月 当社取締役(現在) 

平成15年10月 東北丸山株式会社代表取締役社長 

平成15年10月 当社高性能事業部長 

平成17年10月 当社経営企画室長(現在) 

取締役 量産品事業部長 吉川 啓一 昭和22年11月15日生

昭和47年１月 当社入社 

14

平成９年10月 東北丸山株式会社工場長 

平成13年12月 同社取締役事業本部長 

平成15年10月 西部丸山株式会社代表取締役社長

(現在) 

平成15年10月 当社量産品事業部長(現在) 

平成15年12月 当社取締役(現在) 

平成17年12月 東北丸山株式会社代表取締役社長 

(現在) 

取締役 貿易部長 鎌田 榮治 昭和22年４月４日生

昭和45年４月 当社入社 

16
平成10年10月 当社貿易部長(現在) 

平成16年10月 マルヤマU.S.,INC．取締役(現在) 

平成16年12月 当社取締役(現在) 

取締役 管理部長 日下部 裕 昭和23年７月６日生

昭和49年４月 当社入社 

8平成11年４月 当社管理部長(現在) 

平成16年12月 当社取締役(現在) 



 （注） 常任監査役小松豊、監査役土岐敦司及び監査役高﨑充は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条

第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 
国内営業副本部
長兼営業管理部
長 

田中 正治 昭和31年９月３日生

昭和54年４月 当社入社 

3

平成15年10月 当社関東甲信越支店長 

平成17年10月 当社国内営業副本部長兼営業企画

部長(現在) 

平成17年12月 当社取締役(現在) 

常任監査役 
（常勤） 

  小松 豊 昭和23年２月１日生

昭和45年４月 株式会社富士銀行入行 

－

平成８年５月 同行財務商品開発部長 

平成10年１月 同行デリバティブズ業務開発部長 

平成12年６月 同行執行役員デリバティブズ業務

開発部長 

平成13年５月 同行常務執行役員インターナショ

ナルバンキンググループ長兼イン

ベストメントバンキンググループ

長兼トレーディンググループ長兼

投資ファイナンス営業部長 

平成14年４月 株式会社みずほ銀行専務執行役員 

平成14年12月 株式会社みずほコーポレート銀行

理事 

平成15年３月 みずほ総合研究所株式会社常勤監

査役 

平成16年12月 当社常任監査役(現在) 

監査役 
（常勤） 

  奥津 康夫 昭和15年４月２日生

昭和38年３月 当社入社 

62

昭和62年８月 当社経理部長 

平成３年12月 当社取締役 

平成９年12月 当社常務取締役管理本部副本部長 

平成10年４月 当社管理部長 

平成10年12月 当社管理統括 

平成12年10月 当社管理本部長 

平成16年６月 アネスト岩田株式会社監査役(現

在) 

平成16年12月 当社監査役(現在) 

監査役   土岐 敦司 昭和30年５月19日生

昭和58年４月 弁護士(現在) 

－

平成３年８月 ミドリ安全株式会社監査役 

(現在) 

平成13年12月 当社監査役(現在) 

平成14年６月 株式会社クレディセゾン監査役

(現在) 

平成15年５月 株式会社パルコ取締役(現在) 

監査役   高﨑 充 昭和12年10月25日生

昭和31年２月 岩田塗装機工業株式会社 

(現 アネスト岩田株式会社)入社 

－

昭和58年10月 同社第二営業部長 

平成元年６月 同社取締役西日本営業部長 

平成９年４月 同社営業本部長 

平成９年６月 同社常務取締役 

平成11年４月 アネスト岩田福島株式会社代表取

締役社長 

平成11年６月 アネスト岩田株式会社取締役 

平成12年６月 同社顧問 

平成16年12月 当社監査役(現在) 

計 751



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社グループは、社是「誠意をもって人と事に當ろう」にあるように、お客様、株主、従業員、お取引先及び地域

社会などのステークホルダーに誠意をもって当たることが重要であると考えております。そして、これを実践するこ

とが、コーポレート・ガバナンスを充実させ、誠実かつ透明性の高い企業を実現するものと捉えております。 

  

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

・当社は、監査役制度を採用しており、監査役は監査役会の監査方針に基づき「取締役会」、「経営会議」、「合

同経営会議」及び重要な社内会議に出席し、取締役の業務執行の監視機能を果たしております。 

・監査役は、前事業年度の株主総会決議により社外監査役を１名増員し、社外監査役３名を含む４名の体制を採っ

ております。 

・当社は「取締役会」並びに「経営会議」を会社経営の基本事項を審議・決定・執行及び監督する機関として位置

付けており、毎月開催しております。「経営会議」にはグループ会社社長を含む取締役全員並びに常勤監査役が

出席しておりますので、必要に応じて「経営会議」を「臨時取締役会」として機動的に開催することによって、

経営環境の変化に対応した迅速な意思決定を行なう態勢を採っております。 

・取締役は９名の体制を採っており「取締役会」において、所管業務の報告並びに重要事項審議及び意思決定に参

加するとともに、経営全般にわたる業務執行の監督機能を果たしております。 

・グループ会社との連携強化のため、四半期毎に全グループの取締役、常勤監査役が出席する「合同経営会議」を

開催し、情報交換及び経営方針の徹底を図っております。 

・役員の報酬制度見直しの一環として、年功的要素の強い取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃止し年間報酬に

一本化することを決議し、昨年12月の定時株主総会終結のときをもって取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃

止いたしました。 

・内部監査室を本年９月に設置し、日常業務の適正性、経営の合理性、効率性を監査し、報告及び提言を行う体制

を整備いたしました。 

②内部監査及び監査役監査の状況 

・社長直轄の内部監査室は、監査役、人事総務部及び管理部と連携を取りながら、内部監査規程に基づき、日常業

務の適正性、経営の合理性、効率性を監査し、報告及び提言を行ってまいります。 

・監査役は、「取締役会」、「経営会議」、「合同経営会議」及び社内の重要な会議に出席し、取締役会並びに取

締役の職務執行及び企業活動について、合法性、合理性についての監査を行っております。また、会計監査人と

は、必要に応じて情報、意見の交換を行うなど連携を深め、監査の実効性と効率性の向上を図っております。 

③会計監査の状況 

・会計監査人には、監査法人大手門会計事務所を選任しております。 

・当期における当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下の方々であります。 

業務執行社員 武田平吉氏 監査法人大手門会計事務所 継続監査年数22年 

業務執行社員 植木暢茂氏 監査法人大手門会計事務所 継続監査年数11年 

業務執行社員 岩崎哲士氏 監査法人大手門会計事務所 

会計監査業務に係る補助者の構成 公認会計士４名 

④社外監査役との関係 

・社外監査役とは人的関係、資本関係等利害関係に該当する事項はありません。 



(2)リスク管理体制の整備状況 

・危機管理委員会を定期的に開催するとともに、適宜テーマを取り上げ具体的な対策を検討し、対応策を実施して

おります。現在、地震などの災害時に如何に早く事業を復旧あるいは継続させるかの施策として「事業継続計

画」構築に着手しております。 

・コンプライアンスを経営の重要課題のひとつと捉え、昨年８月にコンプライアンス委員会を設置いたしました。

委員会では、社是を発展させ、新たに経営理念として「信頼」「調和」「創造・挑戦」を掲げ、マルヤマ行動三

原則及び丸山グループ行動規範を策定するとともに、「丸山グループコンプライアンスマニュアル」を作成し、

丸山グループ役職員全員にコンプライアンスマインドを浸透させるための啓発・研修を定期的に実施しておりま

す。 

・問題が発生した場合の報告・相談窓口ホットラインを社内に設置するとともに、社外では法律事務所に窓口を設

け、未然防止のための牽制、迅速な対応の取れる態勢の整備を行っております。 

  

(3)役員報酬及び監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとお

りであります。なお、当事業年度における当社の取締役は全て社内取締役であります。 

  

役員報酬     

 社内取締役    145百万円   

 監査役    36 （うち社外監査役 24百万円） 

   計    182   

      

監査報酬     

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

     17百万円   

 上記以外の業務に基づく報酬    －   



第５【経理の状況】 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）

及び当連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の連結財務諸表並びに第69期事業年度（平成15

年10月１日から平成16年９月30日まで）及び第70期事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の財務

諸表について、監査法人大手門会計事務所の監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度

（平成16年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金   3,582 3,193 

受取手形及び売掛金 ※４  9,310 9,497 

たな卸資産   6,411 5,962 

繰延税金資産   221 248 

その他 ※４  170 189 

貸倒引当金   △31 △18 

流動資産合計   19,665 63.1 19,072 60.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

建物及び構築物 ※１ 9,020 9,381  

減価償却累計額  △5,030 3,989 △5,255 4,126 

機械装置及び運搬具 ※１ 3,437 3,534  

減価償却累計額  △2,910 526 △2,875 659 

土地 ※１  2,219 2,219 

建設仮勘定   89 96 

その他  4,670 4,731  

減価償却累計額  △4,183 487 △4,159 572 

有形固定資産合計   7,312 23.5 7,673 24.3

２ 無形固定資産    

その他   15 14 

無形固定資産合計   15 0.0 14 0.0

３ 投資その他の資産    

投資有価証券 ※1,2  3,269 4,385 

繰延税金資産   400 － 

その他   587 535 

貸倒引当金   △64 △20 

投資その他の資産合計   4,192 13.4 4,899 15.5

固定資産合計   11,520 36.9 12,588 39.8

資産合計   31,186 100.0 31,660 100.0

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成16年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

支払手形及び買掛金   6,855 6,937 

短期借入金 ※５  1,709 1,720 

１年以内に償還する 
社債 

  100 100 

１年以内に返済する 
長期借入金 

※１  1,177 1,320 

未払法人税等   303 243 

未払消費税等   28 － 

賞与引当金   385 402 

その他   652 1,003 

流動負債合計   11,212 35.9 11,728 37.0

Ⅱ 固定負債    

社債   400 300 

長期借入金 ※１  6,258 5,087 

繰延税金負債   － 96 

退職給付引当金   1,127 1,259 

役員退職引当金   149 － 

その他 ※１  191 429 

固定負債合計   8,127 26.1 7,173 22.7

負債合計   19,340 62.0 18,901 59.7

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※６  4,651 14.9 4,651 14.7

Ⅱ 資本剰余金   4,525 14.5 4,525 14.3

Ⅲ 利益剰余金   2,461 7.9 2,543 8.0

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  317 1.0 1,151 3.6

Ⅴ 為替換算調整勘定   △51 △0.1 △39 △0.1

Ⅵ 自己株式 ※７  △57 △0.2 △72 △0.2

資本合計   11,845 38.0 12,758 40.3

負債及び資本合計   31,186 100.0 31,660 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   28,196 100.0 29,513 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  20,477 72.6 21,525 72.9

売上総利益   7,719 27.4 7,988 27.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  6,704 23.8 7,120 24.1

営業利益   1,015 3.6 868 3.0

Ⅳ 営業外収益    

受取利息  5 5  

受取配当金  25 32  

受取損害保険金  18 －  

その他  70 120 0.4 68 107 0.3

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  202 183  

退職給付費用  160 160  

その他  78 441 1.5 95 439 1.5

経常利益   693 2.5 535 1.8

Ⅵ 特別利益    

前期損益修正益  － 3  

貸倒引当金戻入額  10 17  

固定資産譲渡益 ※３ 2 2  

投資有価証券売却益  － 13 0.0 180 203 0.7

Ⅶ 特別損失    

たな卸資産除却損  73 －  

固定資産処分損 ※４ 27 35  

投資有価証券評価損  － 37  

社葬費用  － 37  

役員退職慰労金  11 112 0.4 168 278 0.9

税金等調整前 
当期純利益 

  594 2.1 460 1.6

法人税、住民税及び 
事業税 

 442 380  

法人税等調整額  △124 317 1.1 △102 278 1.0

当期純利益   276 1.0 182 0.6

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  4,525 4,525 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  4,525 4,525 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  2,284 2,461 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益  276 276 182 182 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金  100 100 99 99 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,461 2,543 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益  594 460 

減価償却費  595 618 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △12 △57 

賞与引当金の増減額（減少：△）  23 16 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  191 131 

役員退職引当金の増減額（減少：△）  14 △73 

受取利息及び受取配当金  △30 △38 

支払利息  202 183 

投資有価証券売却益  － △180 

たな卸資産除却損  73 － 

役員退職慰労金  － 168 

売上債権の増減額（増加：△）  126 △198 

たな卸資産の増減額（増加：△）  42 449 

仕入債務の増減額（減少：△）  13 △13 

その他  7 221 

小計  1,842 1,686 

利息及び配当金の受取額  30 38 

利息の支払額  △196 △179 

法人税等の支払額  △514 △440 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,162 1,105 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出  △254 △251 

定期預金の払戻による収入  234 144 

有形固定資産の取得による支出  △334 △734 

投資有価証券の取得による支出  △590 △406 

投資有価証券の売却による収入  386 839 

貸付金の回収による収入  54 29 

その他  0 6 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △503 △371 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（減少：△）  △299 10 

長期借入れによる収入  － 150 

長期借入金の返済による支出  △860 △1,177 

社債発行による収入  500 － 

社債償還による支出  － △100 

自己株式の取得による支出  △56 △14 

配当金の支払額  △100 △99 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △816 △1,231 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △0 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △158 △496 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,563 3,404 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  3,404 2,908 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ８社 連結子会社の数 ８社 

 主要な連結子会社名は「第１ 企業の概況４関

係会社の状況」に記載しているため、省略してお

ります。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社 (1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社 

該当ありません。  同左 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

非連結子会社 非連結子会社 

 該当ありません。  同左 

関連会社 関連会社 

 香港丸山有限公司は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。 

 同左 

３ 会計処理基準に関する事項 ３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 有価証券 

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 満期保有目的の債券 同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの  連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定) 

時価のあるもの  同左   

時価のないもの  総平均法による原価法 時価のないもの  同左  

デリバティブ     時価法 デリバティブ     同左 

たな卸資産      総平均法による原価法 たな卸資産      同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産    定率法 有形固定資産    同左 

 ただし、建物(建物附属設備を除く。)及び賃貸

専用有形固定資産については定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物   ３～50年 

 同左 

無形固定資産    定額法 無形固定資産    同左 

 ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

 同左 



前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 

賞与引当金 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込

額基準により計上しております。 

同左 

退職給付引当金 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当社及び国

内連結子会社は、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異（2,407百万円）

については、15年による按分額を費用処理して

おります。 

 また、数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

同左 

役員退職引当金 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規

に基づく期末要支給額の50％相当額を計上して

おります。 

―――――― 

―――――― 「追加情報」の項参照。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転するとみとめら

れるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振

当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理により、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては特例処理によって

おります。 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建売上債権 

金利スワップ 長期借入金 

同左 

ヘッジ方針 ヘッジ方針 

 当社及び一部の連結子会社は輸出取引におけ

る為替及び金融取引における市場金利に関する

リスクをヘッジする目的で行っております。 

 なお、デリバティブ取引については、実際の

輸出取引及び金融取引の金額を上限とし、投機

目的のための取引は行わない方針であります。 

同左 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累

計とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の

累計を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評価しております。た

だし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法  消費税等の会計処理方法  

消費税等は、税抜方式を採用しております。 同左 

４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

 同左 

５ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 ５ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

 同左 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

 同左 



（追加情報） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  （役員退職慰労金制度の廃止） 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

 当社及び当社の連結子会社は従来、役員の退職慰労金

の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額の50％

相当額を計上しておりましたが、平成16年11月の取締役

会及び監査役会での役員退職慰労金制度の廃止決議を経

て、平成16年12月21日開催の定時株主総会において、役

員の退任時に退職慰労金制度廃止日（定時株主総会終結

時）までの在任期間に応じた退職慰労金を支給すること

を決議いたしました。 

 これに伴い、在任期間に応じた支給額と前事業年度末

の役員退職引当金残高との差額168百万円は特別損失と

し、また、未払役員退職慰労金相当額244百万円は固定

負債「その他」（長期未払金）として計上しておりま

す。 

  （法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示方法） 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 (平成16年２月13日)）に基

づき、当連結会計年度から法人事業税の付加価値割及び

資本割を販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が37百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が37百

万円減少しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

番号 
前連結会計年度 

（平成16年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成17年９月30日） 

※１  このうち、担保提供資産は、次のとおりでありま

す。 

 このうち、担保提供資産は、次のとおりでありま

す。 

  建物 2,749百万円

機械及び装置 61 

土地 1,141 

投資有価証券 968 

合計 4,920 

建物 2,639百万円

機械及び装置 52 

土地 1,141 

投資有価証券 1,516 

合計 5,350 

   なお、上記に対応する債務は、次のとおりであり

ます。 

 なお、上記に対応する債務は、次のとおりであり

ます。 

  １年以内に返済する長期借入金 1,145百万円

長期借入金 6,246 

長期預り金 185 

合計 7,576 

１年以内に返済する長期借入金 1,308百万円

長期借入金 5,087 

長期預り金 179 

合計 6,575 

※２  関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

  投資有価証券（株式） 9百万円 投資有価証券（株式） 9百万円

 ３  受取手形割引高０百万円があります。  ―――――― 

※４  ――――――  債権流動化による受取手形の譲渡高（416百万円）

のうち遡及義務として41百万円が支払留保されてお

ります。 

※５  運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行８

行と貸出コミットメント契約を締結しております。

この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は、次のとおりであります。 

 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行８

行と貸出コミットメント契約を締結しております。

この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は、次のとおりであります。 

  貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 4,000 

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 4,000 

※６  当社の発行済株式総数は、普通株式50,293,328株

であります。 

 当社の発行済株式総数は、普通株式50,293,328株

であります。 

※７ 

  

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式399,591

株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式421,785

株であります。 



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

番号 
前連結会計年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次の

とおりであります。 

 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次の

とおりであります。 

  運賃 764百万円

減価償却費 103 

賞与引当金繰入額 221 

退職給付費用 281 

役員退職引当金繰入額 31 

従業員給与及び手当 2,199 
  

運賃 789百万円

減価償却費 102 

賞与引当金繰入額 232 

退職給付費用 260 

従業員給与及び手当 2,260 

※２  当期製造費用に含まれる研究開発費の総額  当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  786百万円 854百万円 

※３  固定資産譲渡益は、次のとおりであります。  固定資産譲渡益は、次のとおりであります。 

  
  

工具、器具及び備品 2百万円 機械及び装置 0百万円

車輌運搬具 0 

工具、器具及び備品 2 

合計 2 

※４  固定資産処分損は、次のとおりであります。  固定資産処分損は、次のとおりであります。 

  建物 0百万円

構築物 0 

機械及び装置 8 

車輌運搬具 0 

工具、器具及び備品 17 

合計 27 

建物 2百万円

構築物 3 

機械及び装置 10 

車輌運搬具 0 

工具、器具及び備品 17 

合計 35 

前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,582百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △177 

現金及び現金同等物 3,404 

現金及び預金勘定 3,193百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △284 

現金及び現金同等物 2,908 

(2）重要な非資金取引の内容 (2）重要な非資金取引の内容 

該当事項はありません。  同左 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

149 55 93

その他 
（工 具、器具
及び備品） 

360 270 90

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

88 41 47

合計 598 367 231

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

149 77 72 

その他
（工具、器具
及び備品） 

140 58 82 

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

106 58 48 

合計 397 193 203 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 72百万円

１年超 158 

合計 231 

１年内 70百万円

１年超 132 

合計 203 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 149百万円

減価償却費相当額 149 

支払リース料 84百万円

減価償却費相当額 84 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 23百万円

１年超 31 

合計 54 

１年内 19百万円

１年超 28 

合計 48 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

有価証券 

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの 

金融債 349 349 △0 

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

① 株式 1,933 2,565 631 

② その他 4 4 0 

小計 1,938 2,570 631 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式 290 193 △96 

小計 290 193 △96 

合計 2,228 2,764 535 

  関連会社株式 9百万円  

  その他有価証券     

  非上場株式（店頭売買株式を除く。） 146百万円  

種類 １年以内（百万円） １年超（百万円）   

① 債券 

金融債 349 －

② その他 

投資信託 4 －

合計 354 －



当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

４ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

有価証券 

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの 

金融債 349 349 △0 

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式 1,975 3,917 1,941 

  売却額 484百万円  

  売却益の合計額 180   

  関連会社株式 9百万円  

  その他有価証券     

  非上場株式 108百万円  

（注）その他有価証券で時価のない株式について37百万円減損処理を行っております。 

種類 １年以内（百万円） １年超（百万円）   

債券 

金融債 349 －



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

１ 取引の状況に関する事項 

 当社及び一部の連結子会社におけるデリバティブ取引は、市場取引以外の取引であり、輸出取引における為替及び金融取

引における市場金利に関するリスクをヘッジする目的で行っております。 

 主要なリスク要因は、米ドル及びユーロの対円の為替変動とLIBORベースの金利変動であり、デリバティブ取引に関する管

理は、実際の輸出取引及び金融取引の金額を上限とし、各社の貿易部門ないし管理部門の起案により管理担当役員を決裁者

としております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 当社及び一部の連結子会社におけるデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

１ 取引の状況に関する事項 

 当社及び一部の連結子会社におけるデリバティブ取引は、市場取引以外の取引であり、輸出取引における為替及び金融取

引における市場金利に関するリスクをヘッジする目的で行っております。 

 主要なリスク要因は、米ドル及びユーロの対円の為替変動とLIBORベースの金利変動であり、デリバティブ取引に関する管

理は、実際の輸出取引及び金融取引の金額を上限とし、各社の貿易部門ないし管理部門の起案により管理担当役員を決裁者

としております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 当社及び一部の連結子会社におけるデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一

時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  
前連結会計年度

（平成16年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成17年９月30日） 

① 退職給付債務 △6,146百万円 △6,057百万円

② 年金資産 2,392 2,615 

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △3,753 △3,441 

④ 会計基準変更時差異未処理額 1,765 1,604 

⑤ 未認識数理計算上の差異 860 577 

⑥ 未認識過去勤務債務（債務の減額） － － 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額 
（③＋④＋⑤＋⑥） 

△1,127 △1,259 

⑧ 前払年金費用 － － 

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧） △1,127 △1,259 

  

  
前連結会計年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

① 勤務費用 286百万円 268百万円

② 利息費用 155 147 

③ 期待運用収益 △56 △54 

④ 会計基準変更時差異の費用処理額 160 160 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 80 70 

⑥ 過去勤務債務の費用処理額 － － 

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 626 591 

  

  前連結会計年度
（平成16年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成17年９月30日） 

① 退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準 期間定額基準 

② 割引率 2.5％ 2.5％ 

③ 期待運用収益率 2.5％ 2.5％ 

④ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年 

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 15年 15年 

  （発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定年数に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。） 

同左 



（税効果会計関係） 

  

前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 157百万円

未払事業税 27 

その他 37 

合計 221 

繰延税金資産（固定）  

役員退職引当金 61百万円

退職給付引当金 407 

貸倒引当金 14 

投資有価証券評価損 134 

その他 21 

繰延税金資産小計 638 

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮記帳積立金 △20百万円

その他有価証券評価差額金 △217 

繰延税金負債小計 △238 

繰延税金資産（固定）の純額 400 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 164百万円

未払事業税 27 

その他 57 

合計 248 

繰延税金資産（固定）  

長期未払金 99百万円

退職給付引当金 478 

貸倒引当金 3 

投資有価証券評価損 117 

その他 14 

繰延税金資産小計 712 

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮記帳積立金 △19百万円

その他有価証券評価差額金 △790 

繰延税金負債小計 △809 

繰延税金負債（固定）の純額 △96 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

法定実効税率 42.0％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

4.2 

住民税均等割等 7.0 

その他 0.2 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

53.4 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

9.9 

住民税均等割等 8.7 

その他 1.2 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

60.5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

  

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 農林業用機械 噴霧機、散布機、土壌消毒機、常温煙霧機、刈払機、チェンソー、ヘッジトリマー、ブロワー、水田

溝切機、灌水ポンプ等 

(2) 工業用機械  高圧ポンプ、高圧洗浄機、洗浄装置等 

(3) その他の機械 消火器、防災関連機器、環境衛生用機械等 

(4) 不動産賃貸他 不動産賃貸、損害保険代理業 

３ 「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

  
農林業用機械
（百万円） 

工業用機械 
（百万円） 

その他の機械
（百万円） 

不動産賃貸他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

(1)外部顧客に対する 
売上高 

20,801 4,639 2,529 226 28,196 － 28,196

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 127 127 (127) －

計 20,801 4,639 2,529 353 28,324 (127) 28,196

営業費用 19,776 3,701 2,448 166 26,092 1,088 27,181

営業利益 1,024 938 80 187 2,231 (1,216) 1,015

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

  

資産 17,738 4,086 2,449 2,760 27,035 4,150 31,186

減価償却費 340 71 41 95 549 46 595

資本的支出 289 52 84 11 437 1 439

  
農林業用機械
（百万円） 

工業用機械 
（百万円） 

その他の機械
（百万円） 

不動産賃貸他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

(1)外部顧客に対する 
売上高 

21,644 5,141 2,500 226 29,513 － 29,513

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 131 131 (131) －

計 21,644 5,141 2,500 357 29,644 (131) 29,513

営業費用 20,747 4,054 2,547 166 27,516 1,129 28,645

営業利益 897 1,087 △47 191 2,128 (1,260) 868

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

  

資産 17,250 4,340 2,448 2,642 26,682 4,978 31,660

減価償却費 356 88 50 92 588 29 618

資本的支出 660 190 86 59 996 3 1,000

  
消去又は全社の 
項目に含めた金額 

前連結 
会計年度 
（百万円） 

当連結
会計年度 
（百万円） 

主な内容

  配賦不能営業費用 1,216 1,260 親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用 

  全社資産 4,150 4,978
親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、
長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る
資産等 



【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日）及び当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月

30日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が、いずれも90％を超えてい

るため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

  

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………米国、カナダ 

欧州………フランス、ベルギー他 

その他の地域………韓国、台湾他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 地域区分の変更 

   従来、「その他の地域」に含めていた「欧州」の売上高は、連結売上高に占める割合が増加したため、当連結会計年

度より区分掲記しております。 

   なお、前連結会計年度における「その他の地域」に含めていた「欧州」の売上高は1,794百万円であり、連結売上高に

占める割合は6.4％であります。 

  

  

  北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,243 2,836 6,080

Ⅱ 連結売上高（百万円） 28,196

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
売上高の割合（％） 

11.5 10.1 21.6

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,365 2,161 1,580 7,107

Ⅱ 連結売上高（百万円） 29,513

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
売上高の割合（％） 

11.4 7.3 5.4 24.1



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

 取締役及び監査役の退職慰労金制度の廃止 

 当社は、平成16年11月10日開催の取締役会において、経営責任を反映させた報酬体系への見直しのため、平成16年12月

21日開催の第69回定時株主総会終結のときをもって、報酬の後払い要素の強い取締役退職慰労金制度（規程を含む）を廃

止することを決議いたしました。また、平成16年11月11日開催の監査役会においても、同株主総会終結のときをもって、

監査役退職慰労金制度（規程を含む）を廃止することを決議いたしました。 

 なお、これに伴い従来の退職慰労金規程に基づく退職慰労金制度廃止日（同株主総会終結時）までの在任期間に応じた

退職慰労金については、同株主総会で打ち切り支給を行うことを決議いたしました。また再任される役員に対する退職慰

労金については、それぞれの退任時に支給することといたしました。 

 当社連結子会社においても、同様の決議をいたしました。 

 これにより、翌連結会計年度（平成17年９月期）において、打ち切り支給額と役員退職引当金残高との差額168百万円を

特別損失に計上する予定であります。 

  

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当連結会計年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 237円42銭 １株当たり純資産額 255円83銭

１株当たり当期純利益 5円55銭 １株当たり当期純利益 3円65銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当期純利益（百万円） 276 182 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 276 182 

普通株式の期中平均株式数（株） 49,929,773 49,881,048 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ 連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

２ 当期末残高の（ ）内の金額は、１年内に償還が予定されている無担保社債であります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びその他の有利子負債（長期預り金（１年超））の連結決算日後

５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

利率
（％） 

担保 返済期限 

当社 
第９回無担保社債 
（注２） 

平成16年７月22日 
500
(100) 

400
(100) 

1.51 なし

平成17年１月22
日を第一回償還
日とし、毎年７
月・１月の各22
日に50百万円償
還し、平成21年
７月22日を最終
償還日とする。 

合計 － － 500 400 － － － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

100 100 100 100 －

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,709 1,720 1.37 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,177 1,320 1.70 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 6,258 5,087 1.92 
平成18年10月～
平成20年１月 

その他の有利子負債 
長期預り金（１年内） 

6 6 2.00 － 

その他の有利子負債 
長期預り金（１年超） 

79 73 2.00 
平成18年10月～
平成30年９月 

合計 9,230 8,208 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 3,885 1,202 － － 

その他の有利子負債 
長期預り金 

6 6 6 6 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

   
前事業年度

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金   2,920 2,605 

受取手形 ※７  2,426 2,200 

売掛金 ※４  6,424 6,657 

商品   1,431 1,392 

製品   3,057 2,649 

原材料   577 595 

仕掛品   134 193 

貯蔵品   1 1 

前渡金   － 11 

前払費用   56 59 

繰延税金資産   157 168 

関係会社短期貸付金   755 813 

未収入金 ※７  122 109 

その他   40 53 

貸倒引当金   △19 △12 

流動資産合計   18,086 62.7 17,498 59.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

建物 ※１ 7,328 7,690  

減価償却累計額  △3,919 3,409 △4,121 3,569 

構築物  772 774  

減価償却累計額  △629 143 △634 140 

機械及び装置 ※１ 2,243 2,275  

減価償却累計額  △1,920 322 △1,939 335 

車輌運搬具  47 51  

減価償却累計額  △37 10 △37 13 

工具、器具及び備品  3,568 3,626  

減価償却累計額  △3,265 302 △3,253 372 

土地 ※１  1,775 1,775 

建設仮勘定   41 89 

有形固定資産合計   6,004 20.8 6,296 21.4



   
前事業年度

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２ 無形固定資産    

借地権   3 3 

商標権   0 0 

意匠権   0 0 

その他   9 9 

無形固定資産合計   13 0.0 13 0.0

３ 投資その他の資産    

投資有価証券 ※１  3,252 4,365 

関係会社株式   701 792 

出資金   2 2 

長期貸付金   40 10 

破産更生債権等   31 1 

長期前払費用   169 160 

繰延税金資産   298 － 

その他   284 318 

貸倒引当金   △30 △1 

投資その他の資産合計   4,749 16.5 5,651 19.2

固定資産合計   10,767 37.3 11,961 40.6

資産合計   28,854 100.0 29,460 100.0

     



  

   
前事業年度

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

支払手形   2,838 3,014 

買掛金 ※４  4,670 4,704 

短期借入金 ※９  580 500 

１年以内に償還する 
社債 

  100 100 

１年以内に返済する 
長期借入金 

※１  987 1,280 

未払金   316 507 

未払費用   16 45 

未払法人税等   200 125 

未払消費税等   5 － 

前受金   28 4 

預り金   17 20 

前受収益   17 17 

賞与引当金   285 299 

設備関係支払手形   70 283 

その他   3 2 

流動負債合計   10,137 35.1 10,905 37.0

Ⅱ 固定負債    

社債   400 300 

長期借入金 ※１  6,218 4,937 

繰延税金負債   － 210 

退職給付引当金   957 1,066 

役員退職引当金   106 － 

長期預り金 ※１  188 182 

その他   － 157 

固定負債合計   7,870 27.3 6,854 23.3

負債合計   18,008 62.4 17,759 60.3



  

  

   
前事業年度

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２  4,651 16.1 4,651 15.8

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  1,225 1,225  

２ その他資本剰余金    

資本金及び資本 
準備金減少差益 

 3,300 3,300  

資本剰余金合計   4,525 15.7 4,525 15.4

Ⅲ 利益剰余金    

１ 任意積立金    

圧縮記帳積立金  33 30  

別途積立金  700 700  

２ 当期未処分利益  679 719  

利益剰余金合計   1,412 4.9 1,449 4.9

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  314 1.1 1,147 3.9

Ⅴ 自己株式 ※３  △57 △0.2 △72 △0.3

資本合計   10,846 37.6 11,700 39.7

負債及び資本合計   28,854 100.0 29,460 100.0

     



②【損益計算書】 

  

   
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

製品売上高  18,552 20,295  

商品売上高  6,880 6,488  

不動産賃貸収入  335 25,768 100.0 339 27,123 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   

製品商品期首たな卸高  4,775 4,489  

当期製品製造原価 ※２ 14,403 15,593  

当期商品仕入高  4,783 4,598  

合計  23,963 24,681  

他勘定振替高 ※３ 56 9  

製品商品期末たな卸高  4,489 4,041  

不動産賃貸原価  152 19,569 75.9 153 20,783 76.6

売上総利益   6,199 24.1 6,340 23.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   

販売手数料  189 220  

運賃  681 697  

旅費交通費  154 172  

広告宣伝費  220 223  

従業員給与及び手当  1,796 1,864  

賞与  221 214  

賞与引当金繰入額  188 197  

法定福利費  282 318  

退職給付費用  248 232  

役員退職引当金繰入額  17 －  

通信費  82 90  

賃借料  336 313  

減価償却費  90 85  

その他  1,285 5,796 22.5 1,497 6,128 22.6

営業利益   402 1.6 211 0.8



   
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益 ※１   

受取利息  17 16  

受取配当金  157 220  

仕入割引  3 3  

受取情報処理費  66 71  

雑収益  91 336 1.3 63 376 1.3

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  179 154  

社債利息  1 6  

売上割引  2 3  

退職給付費用  130 130  

雑損失  49 362 1.4 40 334 1.2

経常利益   375 1.5 254 0.9

Ⅵ 特別利益    

貸倒引当金戻入額  10 7  

固定資産譲渡益 ※４ 2 0  

投資有価証券売却益  － 13 0.0 180 188 0.7

Ⅶ 特別損失    

たな卸資産除却損  73 －  

固定資産処分損 ※５ 17 23  

投資有価証券評価損  － 37  

社葬費用  － 37  

役員退職慰労金  － 91 0.4 115 214 0.8

税引前当期純利益   298 1.1 227 0.8

法人税、住民税及び 
事業税 

 248 164  

法人税等調整額  △113 134 0.5 △73 91 0.3

当期純利益   163 0.6 136 0.5

前期繰越利益   516 582 

当期未処分利益   679 719 

     



製造原価明細書 

  

（脚注） 

  

    
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  12,062 83.7 13,238 84.6 

Ⅱ 労務費 ※２ 1,082 7.5 1,116 7.1 

Ⅲ 経費 ※３ 1,288 9.0 1,319 8.4 

当期総製造費用  14,434 100.2 15,674 100.1 

発生屑売却高  △7 △0.0 △7 △0.0 

他勘定振替 ※４ △21 △0.2 △13 △0.1 

差引総製造費用  14,405 100.0 15,653 100.0 

仕掛品期首たな卸高  131 134 

合計  14,537 15,787 

仕掛品期末たな卸高  134 193 

当期製品製造原価  14,403 15,593 

    

番号 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 １  原価計算の方法は、標準原価に基づく組別総合原

価計算を採用し、原価差額は、期末において売上原

価とたな卸資産とに配賦しております。 

同左 

※２  労務費には、賞与引当金繰入額97百万円及び退職

給付費用125百万円が含まれております。 

 労務費には、賞与引当金繰入額101百万円及び退

職給付費用117百万円が含まれております。 

※３  経費のうち、主なものは次のとおりであります。  経費のうち、主なものは次のとおりであります。 

  外注加工費 243百万円

減価償却費 239 

研究開発費 514 

外注加工費 230百万円

減価償却費 238 

研究開発費 595 

※４  他勘定振替は、次のとおりであります。  他勘定振替は、次のとおりであります。 

  建設仮勘定 16百万円

その他 4 

建設仮勘定 11百万円

その他 2 



不動産賃貸原価明細書 

  

  

    
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 減価償却費  94 62.4 94 61.6 

Ⅱ 租税公課  47 31.3 47 30.7 

Ⅲ その他の経費  9 6.3 11 7.7 

合計  152 100.0 153 100.0 



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  679 719 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

圧縮記帳積立金取崩額  2 2 2 2 

合計  682 722 

Ⅲ 利益処分額  

配当金  99 99 99 99 

Ⅳ 次期繰越利益  582 622 

   

株主総会承認年月日 平成16年12月21日 平成17年12月21日 



重要な会計方針 

  

  
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び 

評価方法 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 同左 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  総平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法によ

り算定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

２ デリバティブの評価基準 

及び評価方法 

時価法  同左 

３ たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

総平均法による原価法  同左 

４ 固定資産の減価償却の 

方法 

有形固定資産    定率法 有形固定資産    同左 

 ただし、建物（建物附属設備を除

く。）及び賃貸専用有形固定資産に

ついては定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物   ３～50年 

同左 

  無形固定資産    定額法 無形固定資産    同左 

   ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

同左 

  長期前払費用    定額法 長期前払費用    同左 

５ 外貨建の資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

  同左 

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額基準により計上しておりま

す。 

  同左 



  

  
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異（1,954

百万円）については、15年による按分

額を費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

  同左 

  (4) 役員退職引当金 (4) 役員退職引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の50％

相当額を計上しております。 

 ―――――― 

   ―――――― 「追加情報」の項参照。 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

   同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理により、

特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によってお

ります。 

  同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建売上債権 

金利スワップ 長期借入金 

  同左 

  (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

   当社は輸出取引における為替及び金

融取引における市場金利に関するリス

クをヘッジする目的で行っておりま

す。 

 なお、デリバティブ取引について

は、実際の輸出取引及び金融取引の金

額を上限とし、投機目的のための取引

は行わない方針であります。 

  同左 



  

（表示方法の変更） 

  

  
前事業年度

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの変動の累計を半期毎に比

較し、両者の変動額等を基礎にして、

ヘッジ有効性を評価しております。た

だし、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略

しております。 

  同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 (1) 消費税等の会計処理方法 

 消費税等は、税抜方式を採用してお

ります。 

  同左 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（損益計算書関係）   

 前期において営業外収益の「雑収益」に含めておりま

した「電算機使用料」（前期35百万円）及び「事務受託

料」（前期28百万円）は、「受取情報処理費」に名称を

変更いたしました。この結果、当期は営業外収益の100

分の10を超えたため、区分掲記しております。 

―――――――――― 



（追加情報） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  （役員退職慰労金制度の廃止） 

――――――――――  当社は従来、役員の退職慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく期末要支給額の50％相当額を計上しており

ましたが、平成16年11月の取締役会及び監査役会での役

員退職慰労金制度の廃止決議を経て、平成16年12月21日

開催の定時株主総会において、役員の退任時に退職慰労

金制度廃止日（定時株主総会終結時）までの在任期間に

応じた退職慰労金を支給することを決議いたしました。 

 これに伴い、在任期間に応じた支給額と前事業年度末

の役員退職引当金残高との差額115百万円は特別損失と

し、また、未払役員退職慰労金相当額157百万円は固定

負債「その他」（長期未払金）として計上しておりま

す。 

  （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

――――――――――  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 (平成16年２月13日)）に基

づき、当事業年度から法人事業税の付加価値割及び資本

割を販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が34百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が34百万円減

少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

番号 
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度

（平成17年９月30日） 

※１ 担保提供資産の状況 担保提供資産の状況 

  (イ)工場財団 (イ)工場財団 

  建物 1,245百万円

機械及び装置 61 

土地 785 

合計 2,092 

建物 1,201百万円

機械及び装置 52 

土地 785 

合計 2,040 

  上記に対応する債務 上記に対応する債務 

  １年以内に返済 

する長期借入金 
843 

長期借入金 2,130 

合計 2,973 

１年以内に返済 

する長期借入金 
856 

長期借入金 1,273 

合計 2,130 

  (ロ)工場財団以外のもの (ロ)工場財団以外のもの 

  建物 1,312 

土地 16 

投資有価証券 968 

合計 2,297 

建物 1,252 

土地 16 

投資有価証券 1,516 

合計 2,785 

  上記に対応する債務 上記に対応する債務 

  １年以内に返済 

する長期借入金 
112 

長期借入金 4,076 

長期預り金 185 

合計 4,373 

１年以内に返済 

する長期借入金 
412 

長期借入金 3,664 

長期預り金 179 

合計 4,255 

※２ 会社が発行する株式の総数 会社が発行する株式の総数 

          普通株式    139,061,000株         普通株式    139,061,000株 

   ただし、「株式の消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めてお

ります。 

 ただし、「株式の消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めてお

ります。 

  発行済の株式の総数 発行済の株式の総数 

          普通株式     50,293,328株         普通株式     50,293,328株 

※３ 当社が保有する自己株式の数 当社が保有する自己株式の数 

          普通株式      399,591株         普通株式      421,785株 

※４ 関係会社に係る注記 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

  売掛金 1,128百万円

買掛金 4,027 

売掛金 1,153百万円

買掛金 3,955 



  

番号 
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度

（平成17年９月30日） 

 ５ 偶発債務 偶発債務 

   関係会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

 関係会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

  
マルヤマU.S.,INC. 

67百万円 

( 600千米ドル)
マルヤマU.S.,INC. 

 68百万円 

( 600千米ドル)

 ６ 受取手形割引高            0百万円 ―――――― 

※７ ――――――  債権流動化による受取手形の譲渡高（416百万

円）のうち遡及義務として41百万円が支払留保さ

れております。 

 ８ 配当制限 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は314百万

円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,147

百万円であります。 

※９  運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行８

行と貸出コミットメント契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行８

行と貸出コミットメント契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

  貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 4,000 

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 4,000 



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

番号 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 関係会社に係る注記 関係会社に係る注記 

   売上原価と販売費及び一般管理費のうち、関係

会社に対するものは、次のとおりであります。 

 売上原価と販売費及び一般管理費のうち、関係

会社に対するものは、次のとおりであります。 

  売上原価 8,578百万円

販売費及び一般管理費 196 

売上原価 9,089百万円

販売費及び一般管理費 213 

   営業外収益のうち、関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

 営業外収益のうち、関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

  受取配当金 132百万円

受取情報処理費 64 

受取配当金 188百万円

受取情報処理費 70 

※２ 当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  514百万円 595百万円 

※３ 他勘定振替高の内容 他勘定振替高の内容 

  たな卸資産除却損 56百万円 試作研究費 3百万円

建設仮勘定 2 

その他 4 

※４ 固定資産譲渡益は、次のとおりであります。 固定資産譲渡益は、次のとおりであります。 

  
  

工具、器具及び備品 2百万円 機械及び装置 0百万円

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 0 

合計 0 

※５ 固定資産処分損は、次のとおりであります。 固定資産処分損は、次のとおりであります。 

  建物 0百万円

構築物 0 

機械及び装置 2 

車輌運搬具 0 

工具、器具及び備品 13 

合計 17 

建物 1百万円

構築物 3 

機械及び装置 6 

車輌運搬具 0 

工具、器具及び備品 11 

合計 23 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 39 18 20

工具、器具及
び備品 

360 270 90

ソフトウェア 76 38 38

合計 476 327 149

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 
（百万円） 

機械及び装置 39 24 15 

工具、器具及
び備品 

140 58 82 

ソフトウェア 94 52 41 

合計 274 135 139 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 54百万円

１年超 94 

合計 149 

１年内 52百万円

１年超 86 

合計 139 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 132百万円

減価償却費相当額 132 

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 66 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 23百万円

１年超 31 

合計 54 

１年内 19百万円

１年超 28 

合計 48 



（有価証券関係） 

 前期末（平成16年９月30日）並びに当期末（平成17年９月30日）において、子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるも

のはありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度
（平成17年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 116百万円

法人事業税 18 

その他 23 

合計 157 

繰延税金資産（固定）  

役員退職引当金 43百万円

退職給付引当金繰入限度超過額 350 

関係会社株式評価損否認額 135 

投資有価証券評価損否認額 134 

その他 6 

合計 670 

評価性引当額 △135 

繰延税金資産小計 534 

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮記帳積立金 △20百万円

その他有価証券評価差額金 △215 

繰延税金負債小計 △236 

繰延税金資産（固定）の純額 298 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 121百万円

法人事業税 16 

その他 29 

合計 168 

繰延税金資産（固定）  

長期未払金 64百万円

退職給付引当金繰入限度超過額 414 

関係会社株式評価損否認額 135 

投資有価証券評価損否認額 117 

その他 0 

合計 731 

評価性引当額 △135 

繰延税金資産小計 596 

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮記帳積立金 △19百万円

その他有価証券評価差額金 △787 

繰延税金負債小計 △806 

繰延税金負債（固定）の純額 △210 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

法定実効税率 42.0％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

7.3 

受取配当等永久に益金に 
算入されない項目 

△18.3 

住民税均等割等 12.9 

その他 1.2 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

45.1 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

 取締役及び監査役の退職慰労金制度の廃止 

 当社は、平成16年11月10日開催の取締役会において、経営責任を反映させた報酬体系への見直しのため、平成16年12月

21日開催の第69回定時株主総会終結のときをもって、報酬の後払い要素の強い取締役退職慰労金制度（規程を含む）を廃

止することを決議いたしました。また、平成16年11月11日開催の監査役会においても、同株主総会終結のときをもって、

監査役退職慰労金制度（規程を含む）を廃止することを決議いたしました。 

 なお、これに伴い従来の退職慰労金規程に基づく退職慰労金制度廃止日（同株主総会終結時）までの在任期間に応じた

退職慰労金については、同株主総会で打ち切り支給を行うことを決議いたしました。また再任される役員に対する退職慰

労金については、それぞれの退任時に支給することといたしました。 

 これにより、第70期（平成17年９月期）において、打ち切り支給額と役員退職引当金残高との差額115百万円を特別損失

に計上する予定であります。 

  

当事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
１株当たり純資産額 217円38銭

  
１株当たり純資産額 234円62銭

  
１株当たり当期純利益 3円28銭

  
１株当たり当期純利益 2円74銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当期純利益（百万円） 163 136 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 163 136 

普通株式の期中平均株式数（株） 49,929,773 49,881,048 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

  

投
資
有
価
証
券 

そ
の
他
有
価
証
券 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 1,338 966

株式会社クボタ 850,000 668

株式会社千葉興業銀行 182,791 416

アネスト岩田株式会社 848,387 369

住友信託銀行株式会社 314,794 294

みずほ信託銀行株式会社 910,430 223

株式会社千葉銀行 200,983 185

株式会社中京銀行 345,000 133

株式会社タクマ 133,000 119

みずほインベスターズ証券株式会社 396,000 106

株式会社ユーシン 93,600 102

株式会社みずほフィナンシャルグループ 
（優先株） 

100 100

能美防災株式会社 152,800 99

株式会社りそなホールディングス 295 86

その他（１２銘柄） 273,207 144

計 4,702,725 4,015

投
資
有
価
証
券 

満
期
保
有
目
的
の
債
券 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

割引農林債券（１銘柄） 349 349

  

  

計 349 349



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

建 物  千葉工場  工場棟新設  307百万円 

２ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産   

建物 7,328 367 6 7,690 4,121 206 3,569

構築物 772 25 23 774 634 24 140

機械及び装置 2,243 118 85 2,275 1,939 54 335

車輌運搬具 47 11 7 51 37 7 13

工具、器具及び備品 3,568 231 173 3,626 3,253 110 372

土地 1,775 － － 1,775 － － 1,775

建設仮勘定 41 710 662 89 － － 89

有形固定資産計 15,778 1,463 958 16,283 9,987 403 6,296

無形固定資産   

借地権 － － － 3 － － 3

商標権 － － － 0 0 0 0

意匠権 － － － 1 1 0 0

その他 － － － 11 2 0 9

無形固定資産計 － － － 16 3 0 13

長期前払費用 284 7 － 291 130 15 160

繰延資産   

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式数は421,785株であります。 

２ 任意積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注）１ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率洗替額であります。 

２ 役員退職引当金の「当期減少額（その他）」は、平成16年12月21日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度

（規程を含む）の廃止を決議するとともに、役員の退任時に退職慰労金制度廃止日（当該総会終結時）までの在任期間

に応じた退職慰労金を支給することを決議したことにより、長期未払金に振替えたことによる減少であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 4,651 － － 4,651

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注１） （株） (50,293,328) (－) (－) (50,293,328)

普通株式 （百万円） 4,651 － － 4,651

計 （株） (50,293,328) (－) (－) (50,293,328)

計 （百万円） 4,651 － － 4,651

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

資本準備金    

株式払込剰余金 （百万円） 1,225 － － 1,225

その他資本剰余金    

資本金及び 
資本準備金減少差益 

（百万円） 3,300 － － 3,300

計 （百万円） 4,525 － － 4,525

利益準備金及
び任意積立金 

任意積立金    

圧縮記帳積立金 
（注２） 

（百万円） 33 － 2 30

別途積立金 （百万円） 700 － － 700

計 （百万円） 733 － 2 730

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 50 1 27 9 14

賞与引当金 285 299 285 － 299

役員退職引当金 106 － 64 41 －



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 期日別内訳 

  

区分 金額（百万円）

現金 25 

預金 

普通預金 81 

当座預金 2,243 

金銭信託 50 

定期預金 200 

その他の預金 4 

預金計 2,579 

合計 2,605 

相手先 金額（百万円）

三菱農機㈱ 321 

㈱高儀 235 

㈱コメリ 219 

アークランドサカモト㈱ 161 

アイアグリ㈱ 61 

その他 1,200 

計 2,200 

期日 金額（百万円）

平成17年10月 452 

〃  11月 686 

〃  12月 617 

平成18年１月 349 

〃  ２月 56 

〃  ３月以降 37 

計 2,200 



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含めております。 

  

ｄ 商品 

  

ｅ 製品 

  

相手先 金額（百万円）

㈱クボタ 1,809 

全国農業協同組合連合会 1,766 

マルヤマエクセル㈱ 697 

マルヤマ U.S.,INC. 402 

ELECTROLUX AB 313 

その他 1,667 

計 6,657 

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

6,424 28,145 27,912 6,657 80.7 84.8 

区分 金額（百万円）

アタッチメント、付属品 1,075 

防除機 88 

林業機械 84 

その他 143 

計 1,392 

区分 金額（百万円）

防除機 1,538 

林業機械 538 

工業用機械 340 

その他 232 

計 2,649 



ｆ 原材料 

  

ｇ 仕掛品 

  

ｈ 貯蔵品 

  

② 流動負債 

ａ 支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 期日別内訳 

  

区分 金額（百万円）

部品 595 

計 595 

区分 金額（百万円）

防除機 145 

工業用機械 45 

その他 3 

計 193 

区分 金額（百万円）

消耗工具・器具 0 

燃料その他 1 

計 1 

相手先 金額（百万円）

㈱ケイジェス 278 

㈱福本ボデー 182 

大丸工業㈱ 120 

東洋ケミカル㈱ 94 

ヤマホ工業㈱ 93 

その他 2,245 

計 3,014 

期日 金額（百万円）

平成17年10月 780 

〃  11月 808 

〃  12月 774 

平成18年１月 650 

計 3,014 



ｂ 買掛金 

  

ｃ 設備関係支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

ロ 期日別内訳 

  

相手先 金額（百万円）

日本クライス㈱ 1,726 

西部丸山㈱ 877 

東北丸山㈱ 531 

丸山工機㈱ 458 

㈱マルテックス 299 

その他 811 

計 4,704 

相手先 金額（百万円）

五洋建設㈱ 119 

興共産業㈱ 55 

南総建設㈱ 20 

上野興業㈱ 17 

成和産業㈱ 11 

その他 59 

計 283 

期日 金額（百万円）

平成17年10月 33 

〃  11月 148 

〃  12月 23 

平成18年１月 77 

計 283 



ｄ 長期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（百万円）

㈱みずほ銀行 1,356 

みずほ信託銀行㈱ 987 

農林中央金庫 887 

㈱三井住友銀行 430 

㈱りそな銀行 364 

その他 913 

計 4,937 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注）貸借対照表及び損益計算書につきましては、上記公告掲載新聞に掲載する決算公告に代えて、以下のホームページアドレスに

おいて開示しております。 

   （ＵＲＬ http://www.maruyama.co.jp/） 

  

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、
10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 定めなし 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

代理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞（注）

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  (1)  有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第69期） 

自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日 

平成16年12月22日 

関東財務局長に提出 

  (2) 半期報告書 （第70期中） 
自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日 

平成17年６月16日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成16年12月21日

株式会社丸山製作所       

  取締役会 御中   

  監査法人大手門会計事務所 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 武田 平吉  印

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 植木 暢茂  印

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 岩崎 哲士  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社丸山製作所の平成15年10月１日から平成16年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社丸山製作所及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表の「重要な後発事象」の項に記載のとおり、連結財務諸表提出会社は、第69回定時株主総会終結のと

きをもって取締役および監査役の退職慰労金制度を廃止するとともに、同株主総会終結時までの在任期間に応じた退

職慰労金について、打ち切り支給（再任役員に対しては退任時に支給。）することを同株主総会で決議している。 

 なお、連結子会社においても同様の決議をしている。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年12月21日

株式会社丸山製作所       

  取締役会 御中   

  監査法人大手門会計事務所 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 武田 平吉  印

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 植木 暢茂  印

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岩崎 哲士  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社丸山製作所の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社丸山製作所及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成16年12月21日

株式会社丸山製作所       

  取締役会 御中   

  監査法人大手門会計事務所 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 武田 平吉  印

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 植木 暢茂  印

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 岩崎 哲士  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社丸山製作所の平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社丸山製作所の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 財務諸表の「重要な後発事象」の項に記載のとおり、会社は、第69回定時株主総会終結のときをもって取締役およ

び監査役の退職慰労金制度を廃止するとともに、同株主総会終結時までの在任期間に応じた退職慰労金について、打

ち切り支給（再任役員に対しては退任時に支給。）することを同株主総会で決議している。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年12月21日

株式会社丸山製作所       

  取締役会 御中   

  監査法人大手門会計事務所 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 武田 平吉  印

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 植木 暢茂  印

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岩崎 哲士  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社丸山製作所の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第70期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社丸山製作所の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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